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瑞浪市地域包括支援センター事業実施方針（案） 

 

 

Ⅰ 方針策定の趣旨 

      この「瑞浪市地域包括支援センター事業実施方針」は、地域包括支援センターの運営上の基本的

考え方及び業務共通事項の実施指針等を明確にするとともに、業務の円滑かつ効果的な実施に資す

ることを目的に策定する。 

 

 Ⅱ 地域包括支援センターの位置づけと役割 

    地域包括支援センターは、地域の高齢者等の心身の健康保持及び生活の安定のための必要な援助

を行うことにより、地域の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する中核機関である。高

齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を続けられるように、地域包括ケアの拠点とし

ての役割を果たす。 

 

 Ⅲ 運営上の基本的考え方 

    地域包括支援センターは、以下の３つの視点に基づいた事業運営を行う。 

  １ 公益性 

（１） 地域包括支援センターは、瑞浪市の介護・福祉行政の一翼を担う「公的な機関」として、公 

正で中立性の高い事業運営を行う。地域包括支援センターの運営費用は、瑞浪市民の負担する

介護保険料及び国、県、市の公費によって賄われることに鑑み、最少の経費で最大の効果を挙

げられるよう事業運営を行う。また、介護予防支援業務においても特定の事業者等に不当に偏

らないよう、公正かつ中立な事業運営を行うよう努める。 

   ２ 地域性 

（１） 地域包括支援センターは、地域の介護・福祉サービスの提供体制を支える中核的な機関であ 

り、地域の特性や実情を踏まえた適切かつ柔軟な事業運営を行う。 

（２） 地域ケア会議等の場を通じて、地域住民や関係団体等の意見を幅広く汲み上げ、日々の活動 

に反映させるとともに、地域が抱える課題を把握し、解決に向けて積極的に取り組む。 

３ 協働性  

（１） 地域包括支援センターの保健師又は地域ケア、地域保健等に関する経験のある看護師、社会 

     福祉士、主任介護支援専門員の専門職員が相互に情報を共有し、連携・協働の事務体制を構築

し、業務全体をチームとして支える。 

（２） 地域の保健・福祉・医療の専門職種やボランティア、民生委員・児童委員等と連携を図りな 

がら活動する。 

 

Ⅳ 業務共通事項の実施指針 

（１） 事業計画の策定と評価・改善 

①  地域包括支援センターの業務を遂行するために、センターの事業実施方針に沿った年間の

事業計画を策定する。その際には、前年度までの活動実績や課題、地域の特性等をもとに、

地域包括支援センター職員全員で協議する。  
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②  地域包括支援センターは、担当圏域の実情及びニーズに合った事業計画を策定し、地域住

民へわかりやすく周知するとともに、事業計画に基づいた事業を実施しているか評価を行い、

必要な業務改善を行う。 

③  地域包括支援センターは、市が定める方法により事業についての評価を行うとともに、こ

の評価結果と瑞浪市地域包括支援センター運営協議会における事業についての点検・評価結

果を踏まえて、必要な業務改善を行う。 

④  「瑞浪市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」や「瑞浪市地域福祉計画」との整合性をと

り、関連性を踏まえて計画を策定する。 

（２） 職員の確保・職員の姿勢 

①  地域包括支援センターは、多様なニーズに対応できる知識・経験のある職員の確保及び育

成を行う。 

②  地域包括支援センター職員は、地域住民の支援に当たっては、常に住民の最善の利益を図

るために、自己研鑽に努める。あわせて、地域の関係機関等とのネットワーク構築の観点か

ら、情報共有、業務協力、交流等を通じて、専門職間の連携を効果的に進める。 

③  地域包括支援センター職員は、３職種のチームアプローチや地域の保健・医療・福祉・介

護の専門職及びボランティア等との多職種連携を通じて、効果的な高齢者支援を行う。 

（３） 個人情報の保護  

①  職務上知り得た個人情報の保護に努めるとともに、瑞浪市個人情報保護条例（平成 12 年

９月25日条例第45号）を遵守する。 

②  地域包括支援センターは、個人情報保護マニュアルを作成し、業務上知り得た高齢者や家

族の個人情報が、不特定の者に漏れたり、目的外で使用されたりすることがないように、情

報管理を徹底する。 

（４） 利用者満足の向上 

①  地域包括支援センターは、利用者が利用しやすい相談体制を組むとともに、利用者の満足

度向上のための適切な苦情対応体制を整備する。 

②  虐待等の緊急的な相談対応が必要な場合等に備え、２４時間相談体制を構築し、地域住民

等にパンフレットやホームページ等によりセンターの周知を行う。 

③  地域包括支援センターの業務を適切に実施していくため、また業務への理解と協力を得る

ために、様々な機会を捉えて地域住民及び関係者へ積極的に広報する。 

（５） 市関係部局との緊密な連携 

 地域住民の総合相談に応じつつ、適切に地域住民の保健福祉の推進が図れるよう、市関係

部局とも連携し、相談支援を行うものとする。 

地域包括支援センターは、市が設置する定期的な連絡会合への出席等を通じて、市関係部

局と緊密な連携を図る。 

（６） 公正・中立性の確保 

①  地域包括支援センターは、公正・中立性の確保を図るため、介護サービス事業所・施設、

居宅介護予防支援業務の委託先の選定を行うことを徹底する。 

②  瑞浪市地域包括支援センター運営協議会において、公正・中立性を確保する観点から必要

であると判断した事項について報告・説明等を行い、承認を受ける。 
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（７） 職員のスキルアップ等 

 地域包括支援センターの職員は、相談技術やケアマネジメントスキルの向上等、運営業務

に必要な知識・技術の習得を目的に、研修や講演会等に積極的に参加する。各職員が学んだ

知識・技術については全職員に伝達し、全体のスキルアップに努める。 

 

Ⅴ 地域包括支援センターで行う事業の実施方針 

１ 地域包括ケアシステムの構築方針 

      「瑞浪市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」の基本方針及び基本目標に基づき、高齢化の更な

る進行と要介護等高齢者数の伸びを踏まえて、介護保険サービスの量的な整備と質の向上を図ると

ともに、医療・介護・予防・住まい・生活支援の一体的な提供を図る地域包括ケアシステムの深化・

推進をめざすものとする。 

  ２ 地域ごとのニーズに応じて重点的に行うべき業務の方針 

地域の住民や関係団体、サービス利用者やサービス事業者等の意見を幅広く汲み上げ、日々の活

動に反映させるとともに、地域が抱える課題を把握し、解決に向けて、地域特性や実情を踏まえた

適切かつ柔軟な運営を行うものとする。 

３ 介護事業者・医療機関・民生委員等の関係者とのネットワーク構築の方針 

高齢者が介護サービスや保健医療福祉サービス等を適切に利用できるよう、地域における多職種

連携を進めるため、地域包括支援センターを中心に、介護サービス事業者、医療関係者、民生委員・

児童委員、社会福祉協議会等の関係機関と連携し、高齢者支援のためのネットワーク構築を推進す

るものとする。 

  ４ その他の方針 

地域の実情に応じて運営協議会で必要であると判断されたものについては、方針として掲げるも 

のとする。 

     なお、地域包括支援センターは、業務を推進するにあたり、「Ⅳ 業務共通事項の実施指針」につ

いて留意することとする。 

 

Ⅵ 重点的な業務 

１ 総合相談支援業務 

  高齢者が、住み慣れた地域で安心して、その人らしい生活を継続していくことができるよう、地 

域の身近な保健・福祉・医療の総合相談窓口としての機能の充実を図る。 

（１）総合相談業務 

地域における高齢者及び介護を行う家族の総合相談の中核的機関としての役割を果たすた 

めに、関係機関との連携のもと、様々な相談内容について、総合的に相談できる体制をつくる。 

（２）地域のネットワークの構築 

見守り活動等の地域的な活動の基盤を支援、強化すること。また、各地域の団体、個人との 

関係構築を推進するとともに見守り活動体制を整備し、高齢者支援のための地域のネットワー 

ク体制を構築する。  

（３）適切な関係機関への紹介や連絡調整 

地域の組織や団体、高齢者支援等に関する介護保険外サービスなど、地域の社会資源を把握 
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し、有機的に連携することが出来るよう環境整備を行い、それらを総合相談での情報提供や包  

括的・継続的ケアマネジメント等多様な場面で活用するとともに関係機関との連絡調整を行う。 

  （４）相談内容の分析・把握 

      相談内容の分析・把握を行うとともに、相談事例の解決のために、進捗管理や高齢者以外の 

     他分野との連携等、必要な対応を行う。 

２  権利擁護業務 

  高齢者が住み慣れた地域において尊厳のある生活を維持し、安心して暮らすことができるよう、 

権利侵害の予防や対応、権利行使の支援等、専門性に基づいた権利擁護のために必要な支援を行 

う。 

  （１）高齢者虐待の防止及び対応 

① 高齢者虐待への対応手順に従い、虐待の早期発見、防止のための体制を構築する。 

② 困難ケースについては、高齢福祉課及び地域包括支援センター全体で検討・支援する。 

③ 民生委員・児童委員や関係機関と連絡を取り、情報を収集しやすい体制を構築する。 

④ 虐待防止のために、地域住民及び医療機関、施設等も含めた関係機関への虐待の早期発見や 

通報義務を伝える研修などを行い、啓発活動に努める。 

（２）緊急時の対応 

① 虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合、高齢福祉課へ連絡し、共に実態把握を行い、

緊急性を判断する。 

② 高齢者の生命に影響するなど緊急性が高い場合、警察・医療機関など関係機関と連絡調整を

行う。 

③ 地域ケア会議やコア会議（コア会議：緊急かつ重要なケースについて中心となるメンバーに

よる会議）を開催し、援助方針、支援内容、各機関の役割、連絡体制等を決定する。 

④ 介護保険を含め福祉サービスの利用調整が必要な場合、個別ケース会議を開催し、介護支 

援専門員など関係機関と連携し対応する。 

    ⑤ 訪問調査、関係機関からの連絡等、定期的なモニタリングを行う。 

    ⑥ 個別ケース会議による評価及び再検討を行う。 

  （３）消費者被害の防止及び対応 

     地域団体・関係機関との連携のもと、消費者被害情報の把握を行い、情報提供と適切な対応 

により被害を未然に防ぐように支援する。 

（４）成年後見制度に関する業務 

① 本人・家族等からの相談や他者からの情報により、制度利用の対象となりうると判断した場

合、定期的に訪問し、実態把握と状況確認を行う。 

② 成年後見制度や日常生活自立支援事業による保護の必要性を判断し、制度の説明や申し立て

の支援を行い、東濃成年後見センター等関係機関への連絡調整を行う。 

③ 親族による申し立てが不可能な場合、市長申し立てのために関係機関への連絡調整を行う。 

※ 個別ケースについては、高齢者福祉サービスや介護サービスに留まらず、医療サービス等も含め

た利用調整を行うために、必要に応じて地域ケア会議やコア会議を開催する。その結果、介護保

険サービスが利用しにくい場合や虐待ケースなど、処遇方針が老人福祉法による措置や成年後見

に関する市長申し立て等の事務が必要な場合は、高齢福祉課と共に、必要な措置を行う。 
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３  包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

  地域の高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、個々の高齢者の状況や変化に応じた 

包括的・継続的なケアマネジメントを介護支援専門員が実践することができるように基盤を整える 

とともに、個々の介護支援専門員等へのサポートを行う。 

（１）介護支援専門員の実践力向上支援 

① 対象者が重度の要介護状態であっても、介護保険サービスや介護保険以外のサービスに加え

て、安心・安全で自立した生活を在宅で維持できるような地域資源や日常生活関連サービス等

の情報及び活用方法を収集し、介護支援専門員等に提供する。 

② ケアマネ連絡協議会と協働しながら研修会・事例検討会などを開催し、介護支援専門員の質

の向上と、介護支援専門員同士のネットワーク構築を支援する。 

③ ケアマネ活動の状況把握や支援に努め、主任介護専門員等との連携体制を構築する。 

（２）介護支援専門員に対する個別支援 

① 介護支援専門員の相談窓口となり、ケアプラン作成や評価への助言・指導を行う。 

② 介護支援専門員が抱える困難事例について、具体的な支援方針を検討し、指導・助言を行う。 

③ 介護支援専門員が困難を抱えたときに地域包括支援センターに相談しやすい体制を作るた

め、相談窓口の周知とともに、日頃から顔の見える関係づくりに努め、介護支援専門員の孤立

化の防止に努める。 

④ より多くの新しい情報を介護支援専門員に提供することにより、介護支援専門員の資質の向

上に努める。 

 （３）関係機関等との連携体制構築支援 

介護支援専門員をはじめとする介護保険サービス事業者相互の連携体制の構築について支援 

を行う。 

 ４ 第１号介護予防支援事業・指定介護予防支援事業 

 （１） 要介護状態となることの予防、また、重度化防止のため、高齢者自身が地域において自立した

日常生活を送ることができるよう支援する。適切なケアマネジメントの実施により、要支援者及

び事業対象者の状況を踏まえた目標を設定し、利用者本人がそれを理解したうえで、状況に応じ

て、訪問型サービス、通所型サービス、一般介護予防事業や民間によるサービス等、適切で多様

なサービスが提供されるよう必要な援助を行う。 

① 対象者の状況、希望により「介護保険」が望ましいか、「介護予防・日常生活支援総合事業」 

が望ましいかを判断する。 

② 「基本チェックリスト」を用いてアセスメントし、対象者の状況を踏まえた目標を設定する。 

③ 目標の達成に取り組めるようケアプラン原案を作成し、サービス担当者会議を経て決定する。 

④ モニタリングは３か月毎に行い、対象者の状況に応じてサービスの変更も行うことが可能 

 な体制をとっておく。 

⑤ 一定期間後に目標が達成されたかどうかを評価する。 

  （２） 居宅介護支援事業者に業務の一部を委託する場合は、委託を適正に行う。 

５ 生活支援体制整備事業 

（１） 生活支援サービス事業において、利用者が自立した日常生活が営めるよう、利用者の有する 

  能力を最大限引き出せるような支援を実施するために、事業所と連携して、アセスメント、モニ 
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  タリング、評価を行う。  

６ 認知症総合支援事業 

（１）認知症地域支援推進員の配置 

    地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置する。 

① 認知症の人に対し、状態に応じた適切なサービスが提供されるよう、認知症疾患医療センタ 

 ーを含む医療機関や、介護サービス事業所など関係機関・団体との情報交換及び連携・相談支 

援に努める。 

② 認知症地域支援推進員が中心となり、認知症カフェ及び認知症サポーター養成講座を企画・ 

運営する。また、市と協働してキャラバンメイトの連絡会を開催し、キャラバンメイトの質の 

向上とメイト間のネットワークの構築を支援する。 

③ 認知症初期集中支援チームとの連携を図ること。 

（２）認知症地域支援推進員を中心に地域における認知症の人とその家族を支援する相談支援や支援 

体制を構築するための取り組みを行う。 

（３）子どもから大人まで幅広い年齢層に対して、地域での行事や介護予防教室等を通して認知症の 

理解を深めるための普及啓発に努める。 

（４）様々な機会を捉え、地域包括支援センターが認知症の相談窓口であることの周知に努める。 

（５）「瑞浪市認知症ケアパス」を活用し、予測される症状に応じた適切な対応、サービスについて 

説明する。 

７ その他事業 

（１）一般介護予防教室の開催 

    高齢者が要介護状態にならないよう、元気な時から介護予防に取り組む人を増やすため、介護

予防教室を開催する。 

① 介護予防に関する普及啓発のため、以下の内容で介護予防教室を開催する。 

【内容】 ・介護予防の意義や予防方法に関すること 

     ・要介護になりやすい疾病の予防・健康管理に関すること 

     ・介護予防に効果的な運動の紹介 

     ・口腔機能向上、栄養改善、認知症予防 

② 閉じこもり等なんらかの支援が必要な高齢者を、地域住民、団体、企業等からの情報提供や、 

総合相談事業、様々な事業から把握し、一般介護予防事業または他の地域資源につなげる。 

③ サロン等を把握し、介護予防への取組の支援、サロン等代表者への学びの場の提供など、連

携を強化する。また、地域の実情に応じて、新たな地域活動組織の育成にも取り組む。 

（２）認知症サポーター養成講座の開催 

① 地域や学校、職場等を対象とした認知症サポーター養成講座等を実施し、認知症高齢者に 

対する理解を深めるための広報・啓発活動を行う。 

   （内容：全国キャラバンメイト連絡協議会テキストに準ずる） 

② 認知症の高齢者やその家族の負担を軽減するため、あるいは地域における認知症高齢者を正 

しく理解し、地域における見守りの意識を高めるための講演会・学習会等を、認知症地域支援 

推進員と連携を図りながら開催する。 

  （３）実態把握訪問の実施 
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      相談者を待つだけでなく、様々な手段により、地域の高齢者の心身の状況や家庭環境等に 

ついて実態把握を行うことにより、地域の潜在的な課題やニーズを発見し、早期対応できるよ 

う取り組む。 

① 個別ニーズの把握 

       個人の生活機能（運動、栄養、口腔、閉じこもり、うつ、転倒防止、虚弱等）に関するリ 

スク、生活支援に関するニーズ、権利擁護の必要性を把握する。 

② 地域ニーズの把握 

       地域にどのような課題や傾向があるのか、また、地域に存在する社会資源の実態や活用状 

況等を把握する。 

（４）地域ケア会議の推進（個別ケースの検討） 

① 高齢者のQOL向上のために地域ケア会議を開催し、自立支援を実現するためのケアマネジメ 

ント手法を確立するとともに、介護支援専門員等専門職の専門性の向上を図る。 

② 地域ケア会議を開催した結果、表出した地域課題について検討し、解決策を提案する。 

③ センター主催の地域ケア会議の運営方針を策定し、センター職員及び会議参加者並びに地域 

の関係機関に対し、周知する。 

④ 地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化等についてモニタリングを行う。 

⑤ 地域個別ケア会議については、地域におけるより多くの介護支援専門員等が会議を通じた支 

援を受けられるよう運営を行う。 

 


